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超低土被り施工を可能とする

ルーフ�プロテクト�シールド工法の掘進実証試験
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1．　はじめに

　本工法の特徴は、図-1 に示すようにシールド機の上

部に装備した先受け機構としての「ルーフプロテクタ

ー」により、シールド掘進時の切羽の緩みを遮断し、地

盤変状を抑制し、トンネル等の超低土被り施工を可能と

することである。

　

　　　　　　図-1　工法イメージ図

　　  　　　　　　Conceptual Drawing of This Method

　このルーフプロテクターには、低土被り掘進時の地盤

変状を防止するために、一般の泥土圧式シールド工法と

同様の掘削・排土・土圧調整機構が組み込まれているが、

従来と形状や規模は異なる。そこで、これらの機構が、

超低土被り施工時に必要である高精度な土圧値で制御可

能であることを実証するために、当社と石川島播磨重工

業株式会社は2002 年 12月に掘進試験を行った。

　本論文では、ルーフ�プロテクト�シールド工法の概要

と超低土被り施工時における泥土圧管理に関する数値解

析検討、並びに掘進実証試験の内容及び結果について報

告する。

2．　工法の概要

　本工法は、前述の通りシールド機の上部に装備した庇

状のルーフプロテクターにより、トンネル等の超低土被

り施工を実現するものである。この庇状のルーフプロテ

クターは、トンネルのフォアパイリングやパイプルーフ

と同様の切羽の先受け機構であり、切羽を常に先受けし

ながら、地中を掘削するためのものである。

　通常、土被りはシールド機の直径１Ｄ以上必要とされ

ており、本工法は土被り１Ｄ未満の低土被りや 0.5Ｄ以

下の超低土被りを対象とし、ルーフプロテクターの他、

「外面摩擦低減工」、「最適裏込注入機構」、「シールド機

姿勢制御機構」の低土被り対策技術から構成されている。

　低土被り掘進時の切羽安定機構を以下に示す。

①密閉型ルーフ�プロテクト�シールド機

　図-2 に示すようにシールド機本体掘進時に発生する

切羽の緩みを、ルーフプロテクターで機械的に遮断する

ことで、地表面への地盤変状の影響を防止する。ルーフ

長は、対数螺旋式による切羽の緩み範囲としている。

　　　　　　図-2　工法概要図（密閉型）

　　  　　　　　　Explanation of This Method(Closed Type)

②開放型ルーフ�プロテクト�シールド機

　図-3 に示すように主動土圧崩壊線をルーフプロテク
＊１　成和コンサルタント株式会社

＊２　石川島播磨重工業株式会社
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ターで機械的に遮断することで、地表面への地盤変状の

影響を防止する。更に、円弧滑りによる滑りの安全率も

大きくなり、これらのルーフ効果によって、地盤改良規

模を低減することが出来る。ルーフ長は、円弧滑りに対

する安全率が1.2 以上となるように設定する。

　　　　　　図-3　工法概要図（開放型）

　　  　　　　　　Explanation of This Method(Open Type)

　本工法の主な適用範囲とその効果を以下に示す。

①超低土被り施工が可能なため、立体交差施設におい

てアプローチ部の延長短縮が図れ、立坑の浅深度化に

よるトータルコストの低減が可能。

②シールド工法であるため、従来の非開削工法と比較

し、長距離施工及び曲線施工が可能。開放型では、地

中障害物撤去も容易。

③低土被り対策技術を装備しているため、従来の非開削

工法やシールド工法と比較し、地盤改良の規模を縮小

し、コストの低減が可能�。

④開放型では、矩形シールド機の断面を縦横方向に可変

型とし、任意の断面を構築し、転用可能となることで

トータルコストの低減が可能。

⑤多様なシールド機（密閉型、開放型、円形、矩形）に

ルーフプロテクターの取付が可能。ルーフプロテクタ

ーには、可動式、固定式、一体式の３種類があり、用

途に応じた使い分けが可能。

3．　泥土圧管理に関する数値解析検討

3．1　目的と概要

(1)目的

　一般的な泥土圧式シールド工法では、「泥土圧＝土圧

＋水圧」となるように土圧管理値を設定する。その管理

土圧Ｐは通常、「主働土圧＋水圧＜Ｐ＜静止土圧＋水

圧」のように、水平土圧として上限値と下限値から設定

されている。しかし、低土被り施工時は、切羽直上付近

の地盤において、沈下や隆起（噴発）が生ずる恐れがあ

る。このため従来行われている水平土圧による土圧管理

の他に、鉛直土圧を考慮した土圧管理が必要となる。し

かし、現状では、鉛直土圧を考慮した土圧の管理基準が

明確にされていない。そこで、低土被り施工時の３次元

線形弾性ＦＥＭ解析を行い、鉛直土圧も考慮した管理土

圧の上限値と下限値をそれぞれ求めた。

(2)概要

　本検討では、低土被り施工時の密閉型ルーフ�プロテ

クト�シールド機での、ルーフプロテクター先端部の泥

土圧に対する地盤変状、応力解析を行い、その結果を基

に地盤変状を発生させない泥土圧の限界値すなわち管理

土圧の上限値と下限値を求めた。

　泥土圧の下限値は、シールド掘進時に切羽の土水圧に

対抗する泥土圧が不足し、地盤が破壊し緩むことのない

ように設定しなければならない。そこで、諸条件下での

地盤の破壊安全率を解析によって求め、この破壊安全率

が1.0 となる泥土圧を下限値とした。

　泥土圧の上限値は、シールド掘進時の泥土圧が過大で、

地盤の隆起や泥土・泥水の噴発のないように設定しなけ

ればならない。この泥土・泥水の噴発する状態とは、地

盤内に発生する最大主応力が引張側となる状態と考えら

れるため、この最大主応力が引張域に存在しない泥土圧

の最大値を上限値とした。

　地盤の剛性によっては、泥土圧が限界値内であっても

地表面の地盤変位量が許容を超え、大きく発生すること

も想定される。泥土圧の限界値を決めるに当り、どちら

が卓越しているか確認するために、地表面の地盤変位量

の検討も行った。

　　　　　　図-4　解析モデル

　　��　　　　　　Numerical Model

3．2　解析モデルと解析条件

(1)解析モデル

　図-4 に示すように解析モデルは、参考文献 1）に記載

の開発当初に行った「地盤変状解析」の密閉型ルーフ

ルーフ先端

0.3m 掘削
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プロテクト�シールド機の場合と同様とし、ルーフプロ

テクター先端部については、メッシュ分割をより細かく

設定した。

(2)解析条件

　固定パラメータとして、1.土被り（1.5m）、2.地表面

永久荷重、3.シールド機等構造諸元、4.土質定数を設定

した。また、変動パラメータとして、1.ルーフプロテク

ター先端部の切羽の泥土圧、2.地表面活荷重、3.泥土の

物性値を設定した。

3．3　解析結果

1)　泥土圧の下限値

　上載荷重 10kPa の土被り 1.5m での砂質土地盤の破壊

安全率の分布図を図-5 に示す。この分布図で示すよう

に、緩みや噴発等の掘削による影響範囲は、泥土圧が静

止土圧である 20kPa の時に最も小さい。そこで、泥土圧

が静止土圧の時の破壊安全率が 1.0 以上であることを確

認し、粘性土の場合も同様の結果が得られた。以上より、

低土被り施工時での泥土圧の下限値は、静止土圧程度で

あると言える。

　　　　　　図-5　破壊安全率分布図

　　  　　　　　　Distribution of Safety Factor

2)　泥土圧の上限値

　図-6 に示すように、砂質土地盤の場合、ルーフプロ

テクター先端部の泥土圧が鉛直土圧 40kPa の 1.2 倍の約

48kPa を超えると、地盤の最大主応力σ1>0 となり地盤

内に引張応力が発生し、地盤の隆起や噴発の恐れが生じ

る。粘性土地盤の場合も同様に、鉛直土圧 37kPa の 1.1

倍の約 41kPa を超えると、地盤の最大主応力σ1>0 とな

る。以上から、低土被り施工時での泥土圧の上限値は鉛

直土圧程度であると言える。

3)　地表面の地盤変位量

　今回の解析の地盤条件では舗装や路盤を考慮せず、均

一な軟弱地盤としているため、上載荷重の影響を大きく

受け、掘削していない状態でも地表面で沈下が発生した。

　そこで、図-7 ではこの沈下量との差分、すなわち相

対変位量で示した。泥土圧の付加による変位は、どのケ

ースにおいても 1mm 程度以下であった。よって、今回の

解析では泥土圧の管理値は地表面の地盤変位量より決定

されない。

　　　　　　図-6　解析結果（最大主応力）

　　  　　　　　Results of Analysis(Stress)

　　　　　　図-7　解析結果（地表面沈下量）

　　  　　　　　　Results of Analysis(Settlement)

　以上より、上載荷重を 10kPa とし、砂質土地盤で土被

り 1.5m の超低土被り施工時の場合、ルーフプロテクタ

ー先端部の管理土圧は、下限値が静止土圧より 20kPa、

上限値が鉛直土圧より 40kPa と各々算定される。したが

って管理土圧の変動幅は±10.0kPa 以内となり、超低土

被り施工時には非常に高精度な土圧制御が必要であるこ

とがわかる。
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4．　掘進実証試験

4．1　目的と概要

(1)目的

　ルーフプロテクターは一般の泥土圧式シールド工法と

同様の掘削・排土・土圧調整機構が組み込まれている。

従来とは形状や規模の異なるこれらの機構が、前述の３

次元ＦＥＭ解析により算出した、超低土被り施工時に必

要な高精度土圧値で制御可能であることを実証するため

に掘進試験を行った。

(2)概要

ルーフ�プロテクト�シールド実機のルーフプロテクター

と同様の掘削・排土・土圧制御機構を装備した幅500mm、

高さ 1300mm の小断面形状の試験機を 1 台製作し、2002

年 12 月に大型実験土槽により、粘性土及び砂質土での

掘進実証試験を行った。その試験状況を写真-1に示す。

　　　　　　写真-1　試験状況

　　  　　　　　　　Overview of Demonstration Test

　今回の試験は、低土被り施工時の地表面の地盤変状を

計測するものではなく、低土被り施工時に必要な高精度

な土圧制御が行えるかを確認するものとした。その理由

は、管理土圧以内で高精度に土圧を制御し、スムーズに

排土が行えれば、地表面の地盤変状を抑制できるからで

ある。

4．2　ルーフプロテクター試験機の設計

4．2．1　概要

　本試験はルーフ�プロテクト�シールド工法を実証する

ために行うものであるから、写真-2 及び図-8 に示す掘

削試験機は、実機のルーフプロテクターの一部の断面を

取り出した形状とした。その形状を縦型とした場合、掘

削した土砂が鉛直下方に重力落下し、チャンバー内での

撹拌翼による混練り効果の低下すなわち塑性流動化不足

で土圧制御しにくい状況となる可能性が大きい。よって、

最も土圧制御しづらい形状として、縦型を選定した。

4．2．2　試験機

(1)試験機本体

　長さ 500mm、幅 50mm の一文字状カッター3 基が回転時

に互いに干渉しない機構とした。切羽側から装置を見て、

それぞれのカッターの切削軌跡内の隔壁部に加泥材注入

孔を 3 箇所、隔壁上下に土圧計を 2 箇所設置した。掘進

時の受台、転倒防止架台、反力装置の兼用と輸送・組

立・移動性から、試験機本体をＨ鋼等で周囲を取り囲む

構造とした。

　　　　　　写真-2　試験機全体

　　  　　　　　　　Experiment Machine

　

　　　　　　図-8　試験機正面

　　  　　　　　　Front View of Experiment Machine

(2)カッター

　チャンバー内の土砂を確実に混練し、塑性流動化させ

るため、それぞれのカッター背面に攪拌翼を設けた。攪

拌翼の回転速度が速い程、混練効果が大きくなるため、

試験でのカッターの回転速度は通常のカッターの周速２

倍程度で回転させた。カッター回転時に掘削土砂の流動
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性を確保するため、攪拌翼先端部を切り欠いた形状とし

た。

　カッター位置は、未切削領域を最小とするように、

個々のカッターを互いに寄せるように配置した。そのた

め、カッター回転駆動は 1 台の油圧モーターから、3 基

のカッターロッドに設置されたスプロケットに、チェー

ンで伝達し機械的に同期する構造とし、カッターの干渉

防止を図った。

(3)スクリューコンベア

　スクリューコンベアには通常の軸付フライトを採用し

た。スクリューコンベアの下流にゲートバルブを設置し、

バルブ開度調整可能な仕様とした。

(4)土圧計

　低土被り施工時を対象とした試験であるため、切羽土

圧を高精度に検出するために定格容量 200kPa、測定精

度2kPa の精密な壁面土圧計を採用した。

(5)推進装置

　試験機本体の推力用として、500kN ジャッキを 2 本設

置した。推進反力は、試験機前面に設置した接続プレー

トを、試験土槽のＨ鋼とボルトや万力で接続することで、

試験土槽の自重から確保した。

4．2．3　パワーユニット

　カッター回転、スクリューコンベア回転、ジャッキ推

進は全て油圧で駆動を行った。回転数、推進速度の調整

はパワーユニットに設置されているフローコントロール

バルブにより作動油量を手動調整した。

4．3　掘削地盤の選定

　掘削地盤は地山相当地盤を想定し、流動化処理土によ

る人工地盤を作成した。

　流動化処理土の物性は、砂質土系と粘性土系の 2 種類

とした。砂質土系は細骨材（川砂）、泥水、固化材（セ

メント系特殊土用固化材）、粘性土系は泥水、固化材

（セメント系特殊土用固化材）による配合を行った。

　Ｎ値で 5〜10 程度の地盤とするために、設定一軸圧縮

強度をσ28=150〜200kN/㎡とし、予備試験を行った。予

備試験での目標強度をσ28=50、200kN/㎡の 2 水準とし、

砂質土系を5 ケース、粘性土系を6 ケースの試験により、

以下の表-1に示す試験時の計画配合を決定した。

4．4　加泥材の選定

　本試験では砂質土系には粘土付与用として水溶性高分

子系の加泥材、粘性土系には付着防止用として界面活性

剤系の加泥材を選定した。

　選定に当たっては、対象土質を前述の流動化処理土

（材令 28 日）とし、参考文献 2)の泥土加圧シールド工

法協会の積算資料により、砂質土系と粘性土系について

各々濃度と注入率を算定し予備試験を行った。この結果

から以下の表-2に示す試験時の計画配合を決定した。

　　　　表-1　流動化処理土計画配合(1.0㎥当り)

　　  　　　　Planned Mix Proportion

　　　　　　表-2　加泥材計画配合

　　  　　　　　　Planned Mix Proportion

4．5　掘進実証試験計画

　試験装置の全体を図-9 及び写真-3 に示し、当試験の

全体計画を以下に記す。

　　　　　　図-9　試験装置

　　  　　　　　　Experiment Devices

　　　　　　写真-3　試験装置

　　  　　　　　　　Experiment Devices

(1)試験土槽及び人工地盤

　試験土槽は山留材、鉄板、矢板等を用いた構造で中央

部を仕切り、左右に各々粘性土系と砂質土系の流動化処

大型実験土槽

試験機

排土管

泥水 硬化材 細骨材 遅延剤

（L） （kg） （kg） （kg）

砂質土系 818 100 401 2.1

粘性土系 960 120 − 1.8

水溶液濃度(%) 地山土量に対する
注入率(%)

砂質土系 1.50 25

粘性土系 0.05 10

水溶性高分子系

界面活性剤系

加泥材種類
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理土を 50 ㎥ずつ打設する。また、掘進試験機による掘

削時の土被りを 1m とし、有効掘進ストロークを 1700mm

とし、掘進終了後の水平移動により計 10 回掘削可能な

ものとした。

(2)掘進手順

　通常の泥土圧式シールド工法と同様の下記手順で試験

を行う。1.ゴムパッキン式のエントランスを設置後、鏡

割を行い、掘進試験機を発進させる。2.試験土槽中を掘

進速度 30mm/分に設定し、加泥材を注入しながらジャッ

キ推進し、掘削する。3.掘削土砂を混練り・塑性流動化

させ、切羽土圧を制御しながら、排土を行う。

(3)設定項目及び測定項目

　試験前の設定項目を以下に示す。

　掘進速度、加泥材注入量、カッター回転数、設定土圧

　試験実施時の主な測定項目を以下に示す。

　土圧値、スランプ値、排土量、スクリュー回転数、

　ゲート開度

(4)設定管理値

　試験実施時の設定管理値を以下に示す。

1)前述の３次元ＦＥＭ解析結果の管理土圧変動幅±

15.0kPa に対して、変動圧の管理値を±7.5kPa 以内と

し、高精度な土圧制御の実証を目標とした。

2)排土スランプ値を 12〜19cm とし、ルーフプロテクタ

ーによる確実な塑性流動化の実証を目標とした。

3)定常掘進速度を 30mm/min とし、スムーズな排土の実

証を目標とした。

4．6　試験結果

　砂質土の場合の土圧制御結果を図-10 に示す。

　　　　　　図-10　切羽土圧の制御結果

　　  　　　　　　 Results of the Chamber-Pressure Control

　上図は、掘進速度一定で掘進し、スクリューの回転数

を調整し、予め定めた土圧設定値に土圧をスムーズにコ

ントロール出来ていることを示している。

　粘性土の場合も同様であり、土圧制御結果を表-3 に

まとめた。

　試験結果を以下に記す。

(1)土圧設定値に対するルーフプロテクター先端部での

土圧の変動幅を±3〜6kPa にて制御でき、高精度な

土圧制御を実証した。この数値は、通常のシールド

掘進時の土圧変動値が 30kPa であるから、通常の 5

〜10倍の精度であると言える。

(2)排土スランプ値が 18cm 程度であり、ルーフプロテ

クター先端での掘削土砂の確実な塑性流動化を実証

した。

(3)定常の掘進速度 30mm/min にて試験を実施し、スムー

ズに排土出来ることを実証した。

　　　　　　表-3　切羽土圧の制御結果

　　  　　　　　　Results of the Chamber-Pressure Control

　試験の結果、通常の泥土圧式シールド機とは形状や規

模の異なるルーフプロテクターであっても、高精度な土

圧制御を実現した。従来の一般的な泥土圧理論が「ルー

フ プロテクト シールド工法」にも適用されることが実

証されたことより、本工法の超低土被りでの安定掘進が

確認されたと言える。

5．　おわりに

　アンダーパスによる立体交差化工法として、業界に先

駆けて開発した本工法は、低土被り対策技術を装備して

いるため、近接施工工事など幅広く適用できる。様々な

技術を駆使し、トータルコストダウンを可能とした本工

法を都市再生事業に大きく貢献できる工法として積極的

に提案し、早期実用化を目指している。
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設定土圧��(kPa) 30 60 90 30 60 90

制御値 26〜33 55〜66 85〜94 26〜34 54〜64 84〜95

+3� +6� +4� +4� +4� +5�

-4 -5 -5 -4 -6 -6

制御値 13.0 10.3〜10.5 8.5〜8.8 13.8〜14.0 12.8〜13.3 12.0〜12.8

平均値 13.0 10.4 8.7 13.9 13.1 12.4
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回転数
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